















現在、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board: IASB）と米国財務























それに対し、共同プロジェクトから 2010 年 8 月に公表された公開草案（Exposure Draft）
「リース」（以下、ED という）では、リース物件の帳簿価額のうち、借手に引き渡す部分
の認識を中止する代わりにリース料受取債権を認識し、残りの部分を「残存資産（residual 



























現行基準 (4) では、まずリース取引を 2 つに分類することが求められている。取引によって
リース物件の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて移転する場合には当該取引は
FL 取引とされ、それ以外の場合には OL 取引とされる (5)(6)（IAS 17, paragraph 8）。このうち
OL 取引の場合には、賃貸借処理することが求められている。










(4) 現行基準とは、国際会計基準（International Accounting Standard）17 号「リース」（以下、IAS 17 とい
う）、および、米国の FASB-Accounting Standards Codification（以下、FASB-ASC）Topic 840「リース」、
日本の企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」（以下、日本基準）を指すが、それぞれの
基準間で大きな違いがないことから、ここでは IAS 17 の規定を参照することで現行基準における貸手
の会計処理を確認する。
(5) FASB-ASC Topic 840 では、IAS 17 同様、リース取引をリース契約日においてキャピタル・リースと OL
取引に分類することを求められている（FASB-ASC, para. 840-10-25-01）。キャピタル・リース取引は、
さらに販売型リース（Sale-type lease）および直接金融リース（Direct financing lease）、レバレッジド・









(7) リース物件の認識を中止するという規定は IAS 17 には書かれていない。しかし、これ以降で説明する












計処理が適用される（ED, paragraphs 28, 29）。しかし、どのような場合に貸手が重要なリ









































2013 年 5 月に公表された再 ED では、ED から主として 3 つの変更が加えられている。1
つ目に、ED で提案されていた履行義務アプローチが削除され、それに代わる会計処理とし
て賃貸借処理が提案されている。2 つ目に、認識中止アプローチが、「債権・残存資産アプ







について、ED とは異なる提案がなされている。再 ED では、リース取引を借手がリース期
(9) 貸手は、リース取引開始日にリース料受取債権（資産）とリース物件（資産）、リース負債（負債）の
3 つを貸借対照表上に計上することになる。これら 3 つの項目はまとめて表示され、それらの純額を
「正味リース資産」または「正味リース負債」として表示することが提案されている（paragraph 42）。













価値がリース物件の公正価値と比較して重要でない場合にはタイプ B に分類される（再 ED, 
paragraphs. 29, 30）。
具体的な分類方法について再 ED では言及されていないが、取引の分類と 2 つの費用処理
の導入を決定した共同プロジェクトの 2012 年 6 月の会議資料（IASB 2012b）に示されてい
る耐用年数基準（リース物件の経済的耐用年数に占めるリース期間の割合に基づく分類基準）













出所：IASB 2012b, Appendix A を基に作成
2.4　会計処理の比較
以上のように、現行基準ならびに ED および再 ED で提案されている貸手の会計処理は、
それぞれ大きく異なっている。現行基準と共同プロジェクト提案において債権のオンバラ
ンスが求められる処理（以下、オンバランス処理という）を比較したものが図表 2 である。










































事後測定 実効金利法を用いた償却原価 同左 同左
残存
資産













同じ共同プロジェクト提案である ED と再 ED の間にも、新たに個別に認識することになっ
た残存資産の事後測定をめぐる違いがある。ED では、残存資産をリース期間にわたり簿価
のまま引き継ぐが、再 ED では実効金利を用いて増価させていくことが提案されている。
(12) 履行義務アプローチは、同時期に同じく IASB と FASB により共同で進められていた収益認識プロジェ

























たす権利と義務の情報が提供されないこと、および、FL 取引と OL 取引を分ける「境界線
（bright-line）」が存在するため、比較可能性が欠如し過度の複雑性が生じていることにある。
これらの問題を解決するために ED および再 ED では、リース取引を「借手によるリース物



























用年数 10 年の物件（不動産以外）に関する 3 年間のリース取引を取り扱う。同取引は、共
同プロジェクト提案のもとで新たにオンバランス処理が提案されている取引である。貸手は、
借手から毎年 1,700 のリース料（3 年間の受取リース料総額は 5,100）を受け取る。リース物

















時点 t0 t1 t2 t3 合計 t0 t1 t2 t3 合計
リース料受取債権 4,699 3,197 1,631 0 　 4,699 3,197 1,631 0 　
残存資産 5,301 5,301 5,301 5,301 　 5,301 5,525 5,757 6,000 　
資産総額 10,000 8,498 6,933 5,301 　 10,000 8,721 7,389 6,000 　
債権からの収益 ― 198 135 69 401 ― 198 135 69 401
残存資産からの収益 ― 0 0 699 699 ― 223 233 243 699
利益合計額 ― 198 135 767 1,100 ― 421 367 311 1,100
ROA(対期首総資産 ) ― 2.0% 1.6% 11.1% 　 ― 4.2% 4.2% 4.2% 　
注：リース物件の見積残存価額がリース終了時に実現したものとする。
いずれの会計処理であっても、リース期間全体で認識される利益総額（1,100）は同じであ
る。しかし、非増価処理では 1 年目から 3 年目まで受取債権の期首残高に実効金利を乗じた
金額（たとえば、1 年目は 4,699×0.042 ＝ 198）が利息収益として認識されるのに対し、リー
スが終了する 3 年目だけは、残存資産からの収益（699）も認識される (14)。したがって、1 年
目から 2 年目に相対的に少ない利益が計上される一方、最後の 3 年目に残存資産の処分に
伴って多額の利益が計上されるという特徴がある。
































































































































時点 t0 t1 t2 t3 合計 t0 t1 t2 t3 合計
リース料受取債権 4,699 3,197 1,631 0 　 4,000 2,828 1,502 0 　
残存資産 5,301 5,525 5,757 6,000 　 6,000 6,000 6,000 6,000 　
資産総額 10,000 8,721 7,389 6,000 　 10,000 8,828 7,502 6,000 　
債権からの収益 ― 198 135 69 401 ― 528 373 198 1,100
残存資産からの収益 ― 223 233 243 699 ― 　 　 　 0
利益合計額 ― 421 367 311 1,100 ― 528 373 198 1,100
ROA（対期首総資産） ― 4.2% 4.2% 4.2% 　 ― 5.3% 4.2% 2.6% 　
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